
第６章 産業連関分析の方法 

 

 

本章では、産業連関分析の手法を適用できるいくつか

の応用領域における基本的な分析手法について述べる。

第１節では、経済構造の将来予測を行う場合の手法（経

済政策の効果の評価や経済計画の企画・策定などにも応

用できる。) を、第２節では、価格分析を行う場合の基

本的な手法を、第３節では、異時点間の生産額の増減を

変動要因別に分解し把握する手法をそれぞれ述べる。 

 

第１節 経済構造の将来予測 

 

本節では、次の①及び②のケースを想定し、経済構造

の将来予測を行う場合の基本的な手法について述べる。 

① 予測年次における最終需要額（列ベクトル）を与え

て、それを過不足なく満たす産業別生産額の規模を求

める。 

② 予測年次における産業別生産額を与え、それらが満

たされるための最終需要額の財･サービス別の水準を

求める。 

なお、いずれの場合も、産業連関表をヨコ（行）方向

にみた需給バランスに基づいているので、「均衡産出高

モデル」と呼ばれる分析手法である。 

 

１ 最終需要額を与えた場合の国内生産額の将

来予測 

 

(1) 分析用のモデル式 

第５章第２節２において、輸入の扱いの違いによ

る各種逆行列係数の特徴について述べたが、ここで

は分析に用いるモデル式を①とする。 

〕〔〕〔 EYMIAMIIX +−−−= − )ˆ()ˆ( 1  ････････ ① 

（モデルの詳細については、第５章第２節２を参照） 

(2) 輸入係数行列 M̂ 及び投入係数行列 A の修正方法 

①式における輸入係数行列 M̂ や投入係数行列 A に

ついては、可能な限り予測年次のものに近づける必

要がある。 

輸入係数行列 M̂ については、予測年次の商品別

の輸入係数をヒアリング情報等に基づき外生的に修

正する。投入係数行列 A については、ヒアリング情

報等に基づき特定の商品についての投入係数を修正

する方法、過去２時点の産業連関表から投入係数

（中間投入計の行ベクトル及び中間需要計の列ベク

トル）の変化率を計算し、ＲＡＳ法によって予測年

次の投入係数を推計する方法又は両者の併用による

方法などがある。 

(3) 与件として作成する最終需要額 

①式の右辺の予測年次における最終需要額は、各

最終需要項目別に与えることが望ましい。少なくと

も、(a)国内最終需要額Ｙ（列ベクトル）と、(b)輸

出額Ｅ（列ベクトル）の二つに分けて与えることが

望ましい。 

なお、最終需要額が推計できない場合は、最新年

のものを利用することになるが、結果には十分留意

する必要がある。 

最終需要額のセット値の与え方は、二通りの方法

がある。 

ａ 予測年次における最終需要額を決め、それ

を外生的に与える方法 

ｂ 別途、マクロ計量経済モデル等により、最

終需要の予測値（列和）を求め、これを何ら

かの情報により列ベクトルに展開する方法

（特別の情報が得られなければ、既存の産業

連関表の構成比などを基に列ベクトルを展開

する方法もある。） 

マクロ計量経済モデル方式で予測年次における最

終需要額を導出する場合は、初めに外生変数（例え

ば、円レート、原油価格、金利、世界経済、公共投

資などの政策変数等）を決める。これをどのように

設定するかについては、次の二通りの立場がある。 

ⅰ） 特定の政策意図を持たずに、自然の成り

行きだけを見通しに織り込んで最終需要の

予測をする立場 

ⅱ） 政策意図（例えば、公共投資の増額や福

祉関連ビジネスの育成）に基づく種々の変

化を見通しに織り込んで最終需要の予測を

する立場 

シミュレーションを行うことを前提とする場合は、

初めにⅰ）を標準ケースとして求め、次にⅱ）のケ

ースとの比較を同時に行うことが多い（シミュレー

ションについては、シナリオ設定方式でも同様に標

準ケースとの比較が必要）。 

予測年次の最終需要額がセットできれば、①式に

より、その最終需要額を過不足なく満たすための予

測年次における産業部門別の生産額Ｘが求められる。 
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(4) 注意すべき点 

与件として作成する最終需要額により、下記の様

な場合、生産額の予測値が異なる点に注意する必要

がある。 

ａ 最終需要額Ｆを、国内最終需要額Ｙと輸出額

Ｅとに分けて与える場合 

この場合の注意点は、①式にあるとおり、国

産自給率 )ˆ( MI − をＹに乗じることを忘れないよ

うにすることである（ただし、輸出額Ｅには、

この自給率を乗じないこと。）。Ｙを直接逆行

列係数の右側から乗じてしまうと、Ｙには国産

品と輸入品が混在しているので、輸入品分もす

べて国産品に対する需要とみなして計算されて

しまい、予測年次の生産額が過大推計される。 

ｂ 国内最終需要額Ｙと輸出額Ｅを合算した最終

需要額Ｆを与える場合 

最終需要額Ｆを国産自給率 )ˆ( MI − で補正せず

に与えた場合、最終需要に含まれる輸入品に対

する需要も国産品に対する需要として計算され

てしまうため、将来の生産額の予測値が過大に

算出される。 

 

最終需要額Ｆに国産自給率 )ˆ( MI − を乗じて国産品

に対する需要額に変換してから与えた場合は、変換

する必要のない輸出額相当分までも一律に補正され

てしまうので、与える国産品に対する最終需要額が

過小となり、この分だけ生産額の予測値も過小推計

される。このため国内最終需要額Ｙと輸出額Ｅを分

けることが望ましい。 

最終需要額をどのような形で与えるかは、結局の

ところ、分析者が予測年次における生産額の予測精

度をどの程度のものとするかに依存して決められる。 

(5) 粗付加価値額及びその内訳の予測 

①式により、予測年次における生産額が計算され

れば、更にその結果生まれる粗付加価値額やその内

訳としての雇用者所得、営業余剰等も計算すること

ができる。この場合、予測年次における粗付加価値

率や雇用者所得率等の情報が必要となる。その情報

がない場合は、既存の産業連関表から得られる情報

で代用し、ヒアリングや過去のトレンド等で修正す

るなども一つの方法である。 

(6) 産業連関分析モデルによる解 

産業連関分析モデルによる計算では、当初与えた

最終需要額によって直接・間接に誘発された生産額

が究極的にどのくらいになるかが求められる。しか

し、その生産活動の結果生み出された粗付加価値額

の一部（雇用者所得等）が、再び最終消費等に回っ

て新たな最終需要を発生させ、これによって更に生

産活動が行われるという効果までは考えていないこ

とに注意する必要がある。 

例えば、公共投資を例にあげると、ａ～dのような

経路をたどって、再び最終需要の増加が誘発される。 

ａ 公共投資の実施 

↓ 

ｂ 各産業部門の生産額の増加 

↓ 

ｃ 雇用者所得及び営業余剰等の増加 

↓ 

ｄ 家計消費支出や国内総固定資本形成額の増加 

このとき、ｄによる生産誘発効果等が前記①式に

は織り込まれていない。このような体系のたて方を

「オープン・モデル」と呼び、完全に閉じた体系の

「クローズド・モデル」とは区別している。 

これらの粗付加価値と最終需要との関係を織り込

んだ生産波及効果を求めるには、①式を用いて粗付

加価値額の一部が再び最終需要に回る分を求め、当

初の計算結果に加算するか、あるいは①式にこのよ

うな関係が自動的に連動するような仕組み（例えば、

マクロ計量経済モデルなどと連動させる。) が必要

である。 

 

２ 生産額を与えた場合の最終需要額水準の将

来予測 

 

予測年次の産業別生産額の水準を与えて、その生産

額水準を過不足なく満たすような最終需要額の水準及

び商品の需要構成を求めるには、前述の①式の両辺に

〕〔 AMII )ˆ( −− を乗じて変形した②式を用いる。 

XAMIIEYMIF d 〕〔 )ˆ()ˆ( −−=+−=  ･･････ ② 

ただし、②式では、「国産品」に対する最終需要額
dF の列ベクトルが求められるだけで、輸入品を含め

た最終需要額Ｆや「国産品」に対する国内最終需要額

YMI )ˆ( − と輸出額 E とが分離された状態で自動的に

求められるわけではない点に注意する必要がある。 

以上、生産額予測や最終需要額予測の基本的な方法

を述べた。このような将来の経済構造の予測を行うに

当たっては、常に、投入係数や輸入係数の安定性、与

えられた産業部門別最終需要額や国内生産額の妥当性、

価格体系の変化などについて注意する必要がある。こ

ー130ー



 

のような注意は、産業連関表の作成対象年次と予測対

象年次が離れれば離れるほど重要になってくる。しか

し、これらの問題をどのように取り扱ったらよいかに

ついては、必ずしも一義的な解決方法があるとはいえ

ない。 

したがって、利用目的に合わせて諸係数の変化方向

を外から与えたり、モデルの体系内にその変化を説明

するメカニズムを付加したりといった工夫を施すこと

が必要である。 

 

第２節 価格分析 

 

第１節で説明した「均衡産出高モデル」に対して、産

業連関表をタテ（列）方向にみた費用構成を中心とした

収支バランスに基づく「均衡価格モデル」と呼ばれる分

析手法もある。 

この手法を用いれば、例えば、賃金の上昇率（低下

率) や運賃など公共料金の上昇率（低下率) が与えられ

た場合、各産業の生産物価格の上昇率（低下率）にどの

程度の影響を与えるか、また、為替レートの変動により

各生産物の価格変動にどの程度の影響を与えるかなどを

求めることができる。以下では、価格分析の基本的な考

え方とその分析手法について述べる。 

 

１ 円価値単位 

 

いま、物量表示の投入係数が生産技術構造として一

定であると想定すると、ある商品（財・サービス) の

費用構成のうち、ある投入要素が変化するということ

は、その投入要素の価格が変化することにほかならな

い。しかし、現実の産業連関表は金額表示であり、全

ての商品（財・サービス) についての単価と物量単位

の情報が得られているわけではない。そこで、全ての

商品について単価を設定できるようにするため、１円

で購入できる仮想的な数量を擬制的に設定し、これを

新たな数量単位とみなす「円価値単位」という考え方

を導入する。この考え方を導入すれば、全ての商品に

ついて、物量表示の投入係数行列 A と投入品のそれぞ

れの価格 P を用いて、取引額表を表６－１のように表

すことができる。 

表６－１ 物量表示の投入係数と単価による表示 

 

２ モデル式 

 

農産品の価格 1P は、インプットの費用（農産品 11a

単位分の費用 111Pa と工業品 21a 単位分の費用 221Pa ）と

単位当たりの粗付加価値 1υ から構成されていると考え

る。単位当たり粗付加価値 1υ は、１円で購入できる労

働や資本などの生産要素の物量的原単位と賃金率や単

位当たり資本コストによって構成されているとみなす。

工業品の価格 2P も同様である。 

したがって、農産品及び工業品の生産物価格をタテ

方向にみた価格のバランス式は、以下のとおりとなる。 

農産品の価格： 11221111 PPaPa =++ υ  

工業品の価格： 22222112 PPaPa =++ υ  

これを行列表示すると、次の③式が得られる。 









=








+
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 ････････････････ ③ 

表６－１の物量表示の投入係数行列 A を、次のよう

に定義する。 









=

2221

1211

aa
aa

A  

投入係数に対応する③式の係数行列を、物量表示の

投入係数行列 A と比較すると、同行列は A の各要素を

行列ともに入れ替えた転置行列 A′であることが分か

る。 









=′

2212

2111

aa
aa

A  

また、価格 P と単位当たりの粗付加価値υ を、次の

ように表す。 









=








=

2

1

2

1

υ
υ

υ，
P
P

P  

したがって、③式は④式のように表せる。 

PPA =+′ υ  ･････････････････････････････ ④ 

④式を整理すると、⑤式の均衡価格モデルの式が得

られる。 

υ=′− PAP  

υ=′− )( AIP  

υ1)( −′−=∴ AIP  ････････････････････････ ⑤ 

⑤式を均衡産出高モデルの 」「 FAIX 1)( −−= （第５

章第２節１の③’’式をＸについて解いた式）と比較す

ると、形の上では同一形式となっていることが分かる。 

均衡産出高モデルでは、最終需要額 F を与えること

によって、逆行列 1)AI( −− を介して均衡生産額 X が

農産品 工業品

農 産 品

工 業 品

粗付加価値

価 格 21

21

222221

112111

PP

PaPa
PaPa

υυ
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求められる。これに対して、均衡価格モデルでは、単

位当たり粗付加価値υ を与えることによって、 A の転

置行列から導出された逆行列 1)AI( −′− を介して均衡

価格 P が求められることを示している。 

価格分析で注意すべきは、与件データとして作成す

るのは「金額」ではなく「率」という点である（与件

データを金額で与えると、価格が著しく大きい計算結

果となってしまう。）。 

与えるデータを、単位当たりの粗付加価値υ の構成

要素別（例えば、単位当たりの賃金等を示す雇用者所

得率など)に与えれば、その構成要素のいずれかが変

化した場合の価格波及の影響を求めることができる。 

 

３ 留意すべき点 

 

価格分析は、シャドウ・プライス（競争市場で成立

すると期待される計算上の均衡価格) 的な意味合いが

濃く、現実の価格とは異なるため、その利用に当たっ

ては注意が必要である。価格分析の基本的な考え方は、

ある商品の価格を構成する一部の投入物の価格が変化

した場合、その商品価格の変化率がどの程度になるか

を、「その投入物価格の変化率×その投入物のウエイ

ト（投入係数等）」の積によって決まると仮定し、そ

の商品の価格変化率が投入・産出という産業部門間の

取引を通じて他の商品の価格にどの程度の影響を与え

るかを計算する「コスト・プッシュ型」、言い換えれ

ば、コスト転嫁型の価格波及を前提とするものである。

この前提の下では、価格波及の計算が、計算値どおり

の値のままで次々と波及し、途中で中断することなく

最後まで続くと仮定し計算が行われる。 

しかし、現実には、価格は市場の需給関係で決まる

ことが多く、需要が旺盛で供給不足の時期には価格分

析は適さない。また、コスト・プッシュ型の価格波及

が適用できる状態であっても、産業間取引の過程では、

様々なクッションがあり価格波及が中断する。例えば、

企業努力による生産性の向上や、取引先との関係を配

慮した値上げの見送り等の対応がある。また、公共料

金部門は、認可料金なので計算どおりの価格波及がそ

れ以降の部門に及ばないなどの要因が存在するため、

価格波及が中断されるという課題がある。分析に当た

り、これらの点を十分に留意する必要がある。 

第３節 変動要因分析 

 

本節では、均衡産出高モデルを基にして、２時点間

の生産額（粗付加価値誘発額等も同様) の変動が、ど

のような要因によりどの程度発生するのかを把握する

変動要因別分析の手法を述べる。 

 

１ 基本的な変動要因分析モデル 

 

①式は、 均衡産出高モデルの基本式である。 

（再掲） 〕〔〕〔 EYMIAMIIX +−−−= − )ˆ()ˆ( 1   

･･････････････････････････ ① 

ここで、説明の便宜上、①式の逆行列係数

1)ˆ( −−− 〕〔 AMII を「生産技術構造」と呼び 」「B で表し、

国産品に対する最終需要である dFEYMI 〕を〔 +− )ˆ( で

表すと、生産誘発額は、⑥式に示すとおり生産技術構

造Ｂに国産品に対する最終需要額Ｆｄを乗ずることに

よって求められる。 

dBFX =  ･･････････････････････････････････ ⑥ 

したがって、２時点間の生産額の変動分は、以下の

ように分解でき、これを整理すると⑦式が得られる。 

［記号の説明］ 

o ：基準年、 t ：比較年、 Δ：変化分を示す 

基準年： dooo FBX =  

比較年： )FF)(BB(FBX ddoodttt △△ ++==  

生産変動額： ot XXX −=△  

doodtt FBFB −=  

dooddoo FB)FF)(BB( −++= △△  

ddodo FBBFFBX △△△△△ ++=∴  ･･････ ⑦ 

⑦式の意味は、次のとおりである。 
















+
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要の変
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構造
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要の変

最終需

化分

構造の変

生産技術

需要額

の最終

基準年
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変化による変動分

生産技術構造の

による変動分

最終需要の変化
 









+
（交絡項）

分両者の変化による変動  
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２ 最終需要額の要因分解 

 

［記号の説明］ 

o ：基準年、 t ：比較年、 ∆ ：変化分 

c ：配分行列（最終需要項目別の品目別構成比） )mn( ×  

∑
=

=
n

i
ijc

1
1 

e ：配分係数行ベクトル（最終需要計の総額に対する各

最終需要項目の列和の構成比） )m1( ×  

∑
=

=
m

j
je

1
1 

ê ： e の各成分を対角成分とする対角行列 )mm( ×  

φ ：最終需要計の総額（スカラー） 

国産品に対する最終需要額 φ，，は， ecF d の三つの

要因を用いて⑧式のように表すことができる。 

φêcF d =  ･･･････････････････････････････ ⑧ 

 

したがって、同最終需要額 dF の変動分 )F( d△ は、

⑨式のように分解できる。 

基準年： ooodo êcF φ=  

比較年： tttdt êcF φ=  

変動額： dodtd FFF −=△  

ooottt êcêc φφ −=  

oooooo êc))(êê)(cc( φφφ −+++= △△△  

ooooood êcêcêcF φφφ △△△△ ++=∴  

）△△△△△△△△△ ooo êcêcêcêc( φφφφ ++++  

･･････････････････････････ ⑨ 

⑨式の意味は、次のとおりである。 

右辺第１項 φ△ooêc ：最終需要の規模の変化によ

る影響 

右辺第２項 oo êc φ△ ：最終需要項目間（列和）の

構成の変化による影響 

右辺第３項 ooêc φ△ ：最終需要項目別の品目間 

（財・サービス) の構成

変化の影響 

右辺第４項の( )内：上記三つの要因が二つ以上

同時に変化したことによる

影響（交絡項） 

⑨式を前出の⑦式の右辺第１項に代入することによ

り、生産額の変動要因をより詳細に読み取ることがで

きる。 

（再掲） ddodo FBBFFBX △△△△△ ++=  

･･････････････････････････ ⑦ 

oooooo êcBêcBX φφ △△△△ +=∴  

doooo BFêcB △△ ++ φ  

oooooo êcBêcBêcB{( φφφ △△△△△△ +++  

)êcBêBcêBc oooooo φφφ △△△△△△ +++  

+++ φφ △△△△△△ êBcêcB( oo  

)êcBêcB oo φφ △△△△△△ ++  

)}êcB( φ△△△△+  ･････････････････ ⑩ 

⑩式の意味は、次のとおりである。 

右辺第１項 φ△ooo êcB ：最終需要の規模の変化に

よる影響 

右辺第２項 oooo êcB φ△ ：最終需要項目間（列和）

の構成の変化による影

響 

右辺第３項 ooo êcB φ△ ：最終需要項目別の品目間

（財・サービス) の構成

変化の影響 

右辺第４項 doBF△ ：生産技術構造の変化による

影響 

右辺第５項の{ } 内：上記４つの要因が二つ以

上同時に変化したことに

よる影響（交絡項)  

消費 ～ 輸出 計

農 業

・

・

・

・

サービス

（構成比）

最終需要額

最終需要項目

m

nmn

m

ee
ccn

cc
m

･･

･･･

････

････

････

････

･･

･･･

1

1

1111
1

∑
i

ijc
φ
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